
大分県介護テクノロジー導入支援事業費補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、介護テクノロジーを導入する経費の一部を助成することにより、介護従事者の負担の軽

減を図るとともに、介護テクノロジーの普及による働きやすい職場環境の整備を図り、介護従事者の確

保に資するため、大分県介護テクノロジー導入支援事業実施要領（以下「実施要領」という。）に基づ

き、介護サービス等事業者が介護テクノロジーを導入するために要する経費に対し、予算の定めるとこ

ろにより補助金を交付するものとし、その交付については、大分県補助金等交付規則（昭和４３年大分

県規則第２７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

第２条 この要綱において、用語の定義は次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）「介護サービス等事業」とは、介護保険法（平成９年１２月１７日法律第１２３号）に基づく全サ 

ービスの事業及び老人福祉法（昭和３８年７月１１日法律第１３３号）に基づく養護老人ホーム事 

業及び軽費老人ホーム事業を言う。 

（２）「介護サービス等事業者」とは、介護サービス等事業を行う者を言う。 

 （３）「介護テクノロジー」とは、実施要領別表１に掲げる機器等を言う。 

 

（補助対象経費、補助率及び補助上限額等） 

第３条 この補助金の交付の対象となる経費は、次のとおりとし、いずれも介護サービス等事業者が県内

の介護サービス等事業所で使用するために必要とする経費に限る。ただし、他の補助金等を受けて導入

する機器については、補助の対象外とする。 

（１）介護テクノロジーに係る導入経費 

（ア）補助対象経費（購入費用・初期費用・リース料・レンタル料など） 

      ⅰ 実施要領別表１に掲げる介護テクノロジーの導入に要する経費 

     ⅱ 実施要領別表２に掲げる、ⅰによらず介護従事者の身体的負担の軽減や、間接業務時間の削 

減等の業務の効率化など、介護従事者が継続して就労するための職場環境整備として有効で 

あり、介護サービスの質の向上につながると知事が認める機器等 

ⅲ ⅰⅱの導入に付帯して必要となる経費（主となる機器と併せて導入する場合に限る）。なお、 

併せて導入する場合の基準額は、主となる機器と付帯して必要となる経費を合計して以下の 

とおり算出する。 

・主となる機器が（ウ）ⅰの場合は、表１に定める基準額  

・主となる機器が（ウ）ⅱの場合は、表２に定める１台あたりの基準額に導入台数を乗じた 

金額 

   （イ）補助率 

      ３／４ 

   （ウ）補助上限額等 



     ⅰ 「介護業務支援」に該当する介護ソフト 

       職員数に応じて必要なライセンス数が変動するなど、職員数により合計金額が変動する契

約の場合は、１事業所当たりの補助対象経費に補助率を乗じた額（千円未満切捨て）と以下

の表１の職員数に応じた基準額を比較して少ない方の額。それ以外の方式の契約の場合は一

律 250 万円を基準額とする。なお、訪問介護事業所等の居宅サービス事業所又は居宅介護支

援事業所（介護予防も含む。）であって、令和７年度中に「ケアプランデータ連携システム」

により５事業所以上とデータ連携を実施する場合は、基準額に５万円加算することとする。 

 

    （表１） 

職員数 基準額 

 1 名以上 10 名以下 1,000,000 円 

11 名以上 20 名以下 1,500,000 円 

21 名以上 30 名以下 2,000,000 円 

31 名以上 2,500,000 円 

 

ⅱ その他 

１台（セット）当たりの補助対象経費に補助率を乗じた額（千円未満切捨て）と以下の表２に 

     応じた基準額を比較して少ない方の額、これに以下の表の補助対象台（セット）数を乗じた額 

     を補助額とする。 

 

    （表２） 

 

 

ただし、ⅰⅱ合わせて１申請者（法人）当たり１年度 8,000 千円を上限とする。また①又は②で示 

  す機器等と一体的に使用するための情報端末（PC、タブレット端末）について、1台あたり補助額は 

100 千円以内とする。 

 

 （２）介護テクノロジーのパッケージ型導入に係る経費 

（ア）補助対象経費（購入費用・初期費用・リース料・レンタル料など） 

     （１）（ア）の介護テクノロジーのうち、「介護業務支援」に該当するテクノロジーと、そ 

のテクノロジーと連動することで効果が高まると判断される介護テクノロジーの導入に要す 

補助対象経費 基準額 

（1 台（セット）あたり） 

補助対象台 

（セット）数 

① 次に掲げる機器等 

・実施要領別表１のうち、「移乗支援」「入浴支援」

に該当する機器 

・実施要領別表２の機器 

 

1,000 千円 

 

 

必要と認める数 

 

 ② 実施要領別表１のうち、ⅰ及び①以外の機器 300 千円 



る経費（Wi-Fi 環境等、通信環境整備に要する経費及び情報端末（PC、タブレット端末）の導 

入に要する経費も含む）。 

  （イ）補助率 

      ３／４ 

   （ウ）補助上限額等 

１事業所当たりの補助対象経費に補助率を乗じた額（千円未満切捨て）と 10,000 千円を比 

較して少ない方の額。ただし、１申請者（法人）当たり１年度 16,000 千円を上限とする。ま 

た情報端末（PC、タブレット端末）について、1 台あたり補助額は 100 千円以内とする。 

 

（補助金の交付申請）  

 第４条 規則第３条第１項の規定による申請は、補助金交付申請書（第１号様式）によるものとし、次に

掲げる書類を添付し、知事が別に定める期日までに知事に提出しなければならない。 

 （１）補助金交付申請額の算出根拠（第２号様式） 

（２）事業計画書（第３号様式） 

  （３）収支予算書（第４号様式） 

（４）誓約書（別紙） 

（５）その他知事が必要と認める書類 

  

２ 規則第３条第３項の規定により、申請書若しくは添付書類に記載すべき事項又は添付すべき書類の 

省略することのできるものは、同条第２項第１号、第２号及び第６号に掲げる事項とする。 

３ 第１項の規定による申請書を提出するにあたって、事業実施主体について、当該補助金に係る消費税

及び地方消費税（以下「消費税等」という。）仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税等相当額

のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部

分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金

額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合は、これを減額して申請しな

ければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでない場合

は、この限りでない。 

 

（補助条件） 

 第５条 規則第５条の規定による補助条件は、次のとおりとする。 

（１）補助事業の内容又は経費の配分の変更（知事が定める軽微な変更を除く。）をする場合は、補助 

    事業変更承認申請書（第６号様式）を知事に提出し、その承認を受けること。 

   （２）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、事業中止（廃止）承認申請書（第８号様式）を知事に

提出し、その承認を受けること。 

   （３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに 

    知事に報告し、その指示を受けること。 



  （４）この補助金に係る収入及び支出を明らかにした預金通帳、金銭（預金）出納簿等の帳簿及び契 

約書、領収書等の証拠書類は、補助事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算して１０年 

間整備保管すること。 

   （５）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第 

６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をい

う。）若しくは暴力団員と密接な関係を有する者であってはならないこと。 

  （６）この補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産（以下「財産」という。）は、知事の 

   承認を受けないで、補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付け又は担保の用に供 

してはならないこと。ただし、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１

５号。以下「大蔵省令」という。）に定められている財産については、大蔵省令に定められている

耐用年数に相当する期間を経過している場合はこの限りではないこと。 

  （７）財産は、財産管理台帳及びその他関係書類を整備保管し、当該補助事業の完了後においても善良 

な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付目的に従って、その効率的な運用を図る 

こと。 

  （８）財産のうち、一件当たりの取得価格が３０万円以上のものを処分しようとするときは、あらかじ 

め知事の承認を受けること。ただし、大蔵省令に定められている財産については、大蔵省令に定め 

られている耐用年数に相当する期間を経過している場合はこの限りではないこと。 

  （９）知事の承認を受けて財産を処分したことにより収入があった場合は、その収入の全部又は一部 

を県に納付させることがあること。 

  （10）第４条第３項ただし書きの規定により補助金の交付申請をした場合は、第１０条の規定による 

実績報告書の提出時に、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかになったときは、これを 

補助金額から減額して報告すること。 

  （11）第４条第３項ただし書きの規定により補助金の交付申請をした場合は、第１１条の規定による 

補助金の額の確定通知を受けた後において、消費税等の申告により当該補助金に係る消費税等仕入 

控除税額が確定したときは、その金額（前号の規定により減額した場合は、その金額が減じた額を 

上回る部分の金額）を補助金に係る消費税等仕入控除税額確定報告書（第１０号様式）により速や 

かに知事に報告するとともに、当該金額を返還すること。 

  （12）その他、規則、実施要領及びこの要綱の定めに従うこと。 

  

 ２ 規則第５条第１項第１号の規定による知事の定める軽微な変更の範囲は、補助金の額に変更を及ぼさ 

ない変更で、次のとおりとする。 

   （１）補助金の交付目的に反しない事業内容の変更（事業量の２０パーセント以内の減少等） 

   （２）補助対象経費の２０パーセント以内の増減 

     ただし、補助金の減額であり、価格競争（入札等）を行った結果で、内容に一切の変更がない場

合は軽微な変更の範囲に含まれる。 

    この場合にあっては、実績報告に併せて変更の承認を申請すること。 



   

 （補助金の交付決定の通知） 

 第６条 規則第６条の規定による通知は、補助金交付決定通知書（第５号様式）により行うものとする。 

  

 （申請の取下げのできる期間） 

 第７条 規則第７条第１項の規定により申請の取下げのできる期間は、補助金交付決定通知書を受理した

日から起算して１５日を経過した日までとする。 

 

 （補助金の交付方法） 

 第８条 この補助金は、精算払の方法により交付する。ただし、知事が必要と認める場合は、概算払の方

法により交付することができる。 

  

  （補助金の交付請求） 

 第９条 補助金の交付決定の通知を受けたものが、補助金の交付を請求しようとするときは、補助金交付

請求書（第１１号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

 （実績報告） 

 第１０条 規則第１２条の規定による実績報告は、補助事業実績報告書（第１２号様式）によるものと

し、次に掲げる書類を添付し、事業完了若しくは廃止の承認を受けた日から起算して３０日を経過し

た日、又は補助金の交付決定のあった日の属する年度の翌年度の４月２０日のいずれか早い期日まで

に知事に提出しなければならない。 

 （１）事業実績書（第１３号様式） 

  （２）収支精算書（第１４号様式） 

  （３）契約書又は見積書の写し 

（４）完成写真 

  （５）領収書又は請求書の写し 

  （６）財産管理台帳の写し 

  （７）その他知事が必要と認める書類 

  

 （補助金の額の確定通知） 

 第１１条 規則第１３条の規定による通知は、補助金の額の確定通知書（第１５号様式）により行うもの

とする。 

  

 （書類の提出部数等） 

 第１２条 規則及びこの要綱の規定により知事に提出する書類の部数は１部とし、その様式及び提出期

限は、この要綱の本則に定めのあるもののほか、別に知事が定めるところによる。 



 

 附 則 

  この要綱は、令和６年度の予算に係る大分県介護テクノロジー導入支援事業費補助金から適用する。 

 

 附 則 

  この要綱は、令和７年度の予算に係る大分県介護テクノロジー導入支援事業費補助金から適用する。 

 







第２号様式（第４条関係）

（単位：円）
１．介護テクノロジー

補助対象経費 円
補助額 円 （（E）（J）の合計と800万円のいずれか低い額）

（１）介護業務支援のうち「介護ソフト」

事業所名：

補助対象経費（A) （B)台数
（C）=（A)÷（B)×3/4
※千円未満切捨

（D)基準額 （E）

0 100,000 0

0 0

0 0

（２）その他

事業所名：
①情報端末（PC、タブレット端末等）を付帯する機器

製品名 補助対象経費（F) （G)台数
（H）=（F)÷（G)×3/4
※千円未満切捨

（I)基準額
（J）（（H)（I)のいずれか
低い額×（G)）

0 100,000 0

0 0

0 0

②情報端末（PC、タブレット端末等）を付帯しない機器

製品名 補助対象経費（F) （G)台数
（H）=（F)÷（G)×3/4
※千円未満切捨

（I)基準額
（J）（（H)（I)のいずれか
低い額×（G)）

0 0

0 0

0 0

0 0

２．介護テクノロジーのパッケージ型導入
補助対象経費 円

補助額 円 （（N）の合計と1,600万円のいずれか低い額）

事業所名：

製品名 補助対象経費（K) 台数
（L）（（K)×3/4）
※千円未満切捨

（M)基準額
（N）（（L)（M)のいずれか
低い額）

0 0 10,000,000 0

円

円

補助対象経費合計

補助額合計（１＋２）

④情報端末（PC・タブレット端末等）

小計

② ①と連動する介護テクノロジー

③通信環境整備（Wi-Fi等）

分類

①介護業務支援（介護ソフト等）

小計

種類

種類

情報端末（PC、タブレット端末等）

小計

小計

補助金交付申請額の算出根拠

製品名

情報端末（PC、タブレット
端末等）

介護ソフト本体
































